○執行機関及び附属機関としての各種委員等の報酬及び費用弁償に関する条例
[bookmark: JUMP_SEQ_2]昭和47年10月７日長崎県条例第48号
[bookmark: JUMP_SEQ_3]改正

（目的）
[bookmark: JUMP_SEQ_31][bookmark: JUMP_JYO_1_0_0][bookmark: JUMP_KOU_1_0]第１条　この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第203条の２第４項の規定に基づき、執行機関の委員（常勤の監査委員を除く。）、附属機関の委員その他の構成員及びその他の非常勤の職員（地方公務員法（昭和25年法律第261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。以下同じ。）（以下「各種委員等」という。）の報酬及び費用弁償の額並びにその支給方法について定めることを目的とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_32]一部改正〔昭和63年条例16号・平成13年48号・25年６号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_33][bookmark: MOKUJI_6][bookmark: JUMP_JYO_2_0_0]（報酬）
[bookmark: JUMP_SEQ_34]第２条　各種委員等の報酬の額は、別表のとおりとする。この場合において、その報酬が月額及び日額で定められている執行機関の委員の報酬の額は、報酬月額に勤務１日につき報酬の日額を加えた額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_35]一部改正〔平成25年条例６号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_36][bookmark: MOKUJI_7][bookmark: JUMP_JYO_3_0_0]（費用弁償）
[bookmark: JUMP_SEQ_37]第３条　別表に掲げる各種委員等（次項に掲げる者を除く。）が、会議の招集に応じ、又は公務のため旅行したときは、費用弁償として、職員の旅費に関する条例（昭和29年長崎県条例第47号）の規定を準用して旅費を支給する。この場合において、各種委員等は、それぞれ別表に定める級の職務にある者とみなす。
[bookmark: JUMP_KOU_2_0][bookmark: JUMP_SEQ_38][bookmark: MOKUJI_8]２　別表中第13項及び第19項に掲げる各種委員等の費用弁償については、予算の範囲内において任命権者が別に定める。
























別表（第２条、第３条関係）
	[bookmark: JUMP_SEQ_137]
	
	
	
	

	区分
	報酬の額
	級

	１　教育委員会委員
	  
	月額
	188,000円
	９級

	２　選挙管理委員会
	委員長
	月額
	113,000円
	同

	
	
	日額
	15,000円
	

	
	その他の委員
	月額
	94,000円
	同

	
	
	日額
	12,400円
	

	３　人事委員会
	委員長
	月額
	225,000円
	同

	
	その他の委員
	月額
	188,000円
	同

	４　監査委員
	識見委員のうち非常勤の委員
	月額
	[bookmark: _GoBack]203,000円
	同

	
	議会議員としての委員
	月額
	170,000円
	同

	５　公安委員会
	委員長
	月額
	225,000円
	同

	
	その他の委員
	月額
	188,000円
	同

	６　労働委員会
	会長
	月額
	113,000円
	日額

	
	
	日額
	15,000円
	  

	
	使用者委員
	月額
	85,000円
	同

	
	
	日額
	12,400円
	

	
	労働者委員
	月額
	85,000円
	同

	
	
	日額
	12,400円
	

	
	公益委員
	月額
	94,000円
	同

	
	
	日額
	12,400円
	

	７　収用委員会
	会長
	日額
	30,000円
	６級

	
	その他の委員
	日額
	24,800円
	同

	８　海区漁業調整委員会
	会長
	日額
	30,000円
	同

	
	その他の委員
	日額
	24,800円
	同

	９　連合海区漁業調整委員会
	学識経験委員のうち会長
	日額
	30,000円
	同

	
	学識経験委員のうちその他の委員
	日額
	24,800円
	同

	10  内水面漁場管理委員会
	会長
	日額
	30,000円
	同

	
	その他の委員
	日額
	24,800円
	同

	11  自治紛争処理委員
	別に知事が定める額
	同

	12  前項以外の附属機関の委員及びその他の構成員
	日額15,100円の範囲内において別に知事が定める額
	同

	13  専門委員（地方自治法第174条に基づくもの）
	別に知事が定める額
	  

	14  選挙長
	同
	６級

	15  選挙立会人
	同
	同

	16  評価員（土地区画整理法（昭和29年法律第119号）第65条第１項に基づくもの）
	同
	同

	17  あっせん委員（土地収用法（昭和26年法律第219号）第15条の３に基づくもの）
	同
	同

	17の２　仲裁委員（土地収用法第15条の８に基づくもの）
	同
	同

	18  精神保健指定医
	同
	同

	19  前各号以外の非常勤の職員
	予算の範囲内において任命権者が定める額
	  



[bookmark: JUMP_SEQ_138]備考　常勤の特別職若しくは一般職の職員又は市町村立学校県費負担教職員が兼務するときは、報酬は、支給しない。

